




















1は じ め に
穣
わが 国におけ るインフレーシ ョソの昂進は と どまる ところを知 らない よ うで
あ る。物価 高騰がわれわれ の 目常生活に及ぼす影響は きわ めて大 き く,社 会問
題 とさえな ってい る。 しか るに,莫 大な固定資産 を擁す る生産経済体に と って
の イソ フレーシ ョンの重圧は,そ れ が きわ めて巨額 な作用 をなすがゆ えに,経
営管理者 に とっては もちろんの こと,外 部 の関係者 あ るいは第三者 の観点 か ら
しても,と うてい無視す ることので きない もの とな ってい る。 に も か か わ ら
ず,現 行 の貸借対照表に計上 され てい る価額は,あ る項 目につい ては半世紀 も
前のままであ った り,あ る ものはつい最近 の ものであ った りしてい る。 損益計
算書に おけ る費用の計上につい ても全 く同 じであ る。 主 として,税 法の規定が
原価主義 の立場 を とってい るとめ 理 由か ら,ほ とん どすぺ ての 国の財務諸表は
この基 準で作成 されてい る。 しかし,物 価統計 を見れば一 目瞭然 の よ うに,わ
が国の場 合,昭 和45年の10万円は昭和48年の現在8万 円余 りの価値 しか ないの
である。 逆に言えば.つ い3年 前9こ10万円であ った ものは現在 では12万円余 り
出さなければ購入す ることがで きないわけであ る。 これ も貨幣価値一般につい
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て 言 え る こ とで あ り個 別 的 な 価 格 変 動 を み れ ば,建 築 材 料,繊 維 な ど は そ の 標
準 を は る か に 上 ま わ っ て い る の が 現 状 で あ る。
伝 統 的 ・歴 史 的 原 価 主 義 会 計 一 わ が 国 の 実 務 も依 然 と し て,こ の 旧 態 の ま
ま の 矛 盾 を 内 包 し た 会 計 を 実 践 し て き て い る。50年 前 の 価 額 と 現 在 の 価 額 と を
加 算 し た り減 算 し た りし て,正 し い 価 額 の 計 算,正 し い 損 益 の 計 算 が ど う し て
で き うる の で あ ろ うか と い う素 朴 な 疑 問 は 誰 で も抱 くは ず で あ る。 し か る に,
こ の 歴 史 的 原 価 主 義 会 計 の 矛 盾 や 欠 陥 を 克 服 し よ う と し て,古 くあ る い は 新 し
く数 多 くの 価 値 修 正 計 算 の 必 要 性 が 唱 え られ,い ろ い ろ な 方 法 がi提唱 さ れ て き
.てい る の も 周 知 の 事 実 で あ る。 これ ら の 提 案 は,細 か い 点 の 差 異 は と も か く と
し て,基 本 的 に は3つ の 考 え 方 に 大 別 さ れ よ う。
1.修 正 原 価 主 義
2.再 調 達 時 価 主 義
3.売 却 時 価 主 義
[注]そ れ ぞれ の 会計思 考 に お け る主 た る文 献 を挙 げ れば,以 下 の よ うであ る。










3売 却 時価主 義
R.J.Chambers,Accounting,EvaluationandEconomic'Behavior.1966.
R.R.Sterling,TheoryoftheMeasurementofEnterpriseIncome.1970.
さ ら に,も うひ とつ の 思 考 を 追 加 す る な ら ば,AAAの1966年 報 告 ・一一A
StatementofBasicAccountingTheory一を 挙 げ る こ と が で き よ う。 先 に
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掲 げた3つ の思考体系は,そ のいずれ もがあ るひ とつ の会計 的評価原理 を追求
しているのに対 しASOBATの考 え方は,結 論的には評価基準 の2元 的採 用 を
提 唱す るものであ り,拡 大解釈をすれば,3元的,4元 的…… とい う表示 の 可
能性を示す ものであ る。 この点において,ASOBATの考 え方はいずれが 真 実
の評 価額 であ るのか,正 しい利益 数値 は どれ であるのか とい う観点 か ら す れ
ば,先 の3つ の思考 とは次元 を異にす るものであ ると考 え ることが できる。
いずれ にせ よ,歴 史的原価主義に立脚 した 会計理論が理念的に正 し くない と
・ い う事実は今 日では相 当に認め られ るところ とな った。そ して,各 種各様 の新
しい提案 がな され てい るの も上述 の通 りであ る。 しかし,理 論的に容認 されて
きてい る事実 とは うらは らに,そ れ の実践 はきわめ て限 られた ものであ る。 た
だひ とつ の例外はオ ラソダである。 オ ランダでは,ビ ジネス ・エ コノ ミヅクス
を基礎 とした取替価値理論 が一般に受け入れ られ,実 践 においても,時 価主義
を採i用してい る企業は,1970年1月現在 で,オ ラン ダの上場会社259社の う ち
15%であ り,な ん らか の追加償却 を実行 してい る企業を合わせ る と49%にのぼ
るとい う。残 りの51%の企業が原価主義 に よってい るわけ であるが,「固定 資産
に 巨大 な投 資をしている会社ほ ど現在価値 の適用 が一般的 とな るω」 とい う こ
とか ら,オ ラジダでは大企 業になれ ばな るほ ど取替価値会計 の実践が多 くな る
とい うこ とが できる。
この取替価値会計 の理論は。究極 的には世界的な統一会計基準の設定 を 目的
とした イ ンターナシ ョナル ・アカ ウンテ ィン グの台頭,ま た,5年 毎 に開催 さ
れ てい る国際会計人会議(lnternati・nalC・ngress・fAcc・untants)に代 表 さ れ
る国際的 な舞台におけ るオ ラソダの会計人の活躍な ど両 々あい まって,世 界 の
注 目を集め るにいた ってい る。
本稿 ではオ ラン ダの会計 の制度的側面 と,と くに取替価値会計の理論 的基礎
を検討す る。
ω10thlnternationalCongressofAccountants1972.NationalPapers,p.3.





会計制 度について論ず る場合,ま ず取 り上げなけれ ばならないのは商法 と税
法 であろ う。各国の政府は,会 社会計 の内容や形式 につい てなんらか の立法措
置 をし,そ の運用細則 を も規定 してい るのが極 く普通であ る。 この 点 に 関 し
て,オ ラソ ダの商法は きわめて大 まかであ り,規 則 の枠 組だけ しか規 定 してい
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以上が.商 法に おけ る一般規定 の概略 であ るが,そ れは評価基準について全
くなに も規定 していないばか りでな く,貸 借対照表 について借方側項 目の規定
があ るだけで,負 債,資 本 あるいは損 益計算 書につ いて もなに も規定 していな
いのであ る。 ただ し,生 命保険 会社や 金融機関 な どに関しては,年 次会計諸表
の形式 と内容につ いての非常に詳細な特別規定が設け られ ている。
オラン ダの商法が他の国 々のそれ と比較 して,き わめて簡潔で 自由であ ると
い う事 実は,ナ ラソダの会計実践が企 業経済 の現実 に沿 ってつね に 自由な発展
に向 って進む ことので きた大 きな背景にほか ならない といえ よ う。
しか し,オ ラン ダの商法は ある意味 では明 らかに時代遅れであ るとの指摘 も
あ り,商 法を改正 しよ うとす る動 きも10年以上 も前か ら見受け られていた。 い
ろいろな曲折は経 たが,'1970年9月10目に企業財務諸表 法が制定 され,そ れ は
1971年5月1日付を もって発効 した。従来 では,貸 借対照表上 の資産 のみの規
定 しか なか った ものを,こ の新 法は資産,負 債,資 本 の規定,さ らに損益計算
書に関す る規定 を も設け た。 しか し,評 価基準 の規定 はないに等 し く,結 論的
に,「 企業財務諸表法は,… … ドラステ ィックな制度改正 とい うよ りは,現 に
慣行 として存在す るものを成 文化 した とい う点 が多い。 したが って,企 業財務
諸表法 の施行が オランダの会計実務に どれ だけ影響 を及 ぼすか は まだ明らかで
は ないが,そ の影響はそれほ ど大 き くはない と予想 され る12)」の で あ る。 オラ
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ンダは法律の改 正において も強制 をしいず,あ くまで 自由な発展の道を尊 重 し
続 け てい るといえ よ う。
{1}オ ラ ン ダ 商 法 の 諸 規 定 な らび に そ れ の 解 説 に つ い ては 次 を 参 照 し た 。
1.Kleerekoper,SomeAspectsofAccountingandAuditingintheNetherlandsI,1.The
Accountants,Magazine.October,November,1959.pp.743-745.
《2)日 本 開 発 銀 行 設 備 投 資 研 究 所 編,実 例 研 究 海 外 の 企 業 会 計,日 本 経 済 新 聞 社,昭 和46年428頁,
な お,企 業 財 務 諸 表 法 の 内 容 に つ い て も,本 書 を 参 照 し た 。
{2)税法について
会社の財務諸表は,そ の性格か ら して税法に よって大 き く左右 され るのが多
くの国 々では普通 のこ とである。 しか し,・オランダの場 合,「 実務上,つ ねに
す くな くとも2組 の年次会計諸表が存在す る。ひ とつは税 務当局の要請に した
が って作成 され た税務 目的 の ものであ り,も うひ とつは健全 な企業の原則に も
とつい た企業成果 を計算す るため の ものである(1;」と言われ てい る。税務 シ ス
テ ムは企業 会計 とは全 く無関係 であ るとの観念が常識化 してい るのであ る。以
下において,評 価 の観点 からのみ オ ランダの税法につ いて略述す る。
当初,オ ラン ダの税法はすべての資産を歴 史的原価 で評価す ることを要 求 し
ていた。棚卸資産 の費用化分 もその基準で計算 され た。 ただ し,時 価 よ りも低
い場合には,そ の低い方 の時価で評価す るとい う,い わゆ る 「低 価法」 が認め
られ てい た。 しか しなが ら,オ ラン ダで も継続的な インフレー シ ョンにみ まわ
れ,歴 史的 原価主義 会計 に よる過大利益 の計上,そ れゆ え架 空利益への課税 と
い う現実 が顕在化 してきた。 この よ うな現実 に直面 し,各 方 面か ら税法 を説得
す る努力が払われた。税法 におけ る歴史的原価基準か らの離脱 の兆候は後入先
出法の容認 としてあ らわれた。 後入先出法に よると棚卸 資産は過去 の価額 で計
上 され るけれ ども,費 用 化 した部分は比較 的時価 に近 い価額 で計算 され る こと
に なる。 オラン ダ税法の原価主義か らの離脱 は基礎 有高法の容 認であ った。 こ
の方法は会計期間 の期首 と期末の一定 の基礎有高を一定の価 格の まま評価 し続
け るとい うものであ る。 期末におけ る基礎有高の不 足分につ いては取替価値基
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準に よる補充準備金が設定で きるとい う法廷判 決が1956年に下 ったのであ る。
固定資産 の場合,取 替価値 で評価す ることは全 く自由であ り,そ の増価分は
再評価 剰余金 に貸記す るこ とがで きる。 しか し.そ の再評価 され た固定 資産価
額 を基礎 にして減価償却 費を計算 す ることは,税 法上,い まだ認め られ ていな
い(2}o
要す るに,オ ランダ税 法は,棚 卸 資産に関す る費用 の時価計上は認めてい る






以上の考察か ら,オ ランダの商法 は きわ めて 自由であ り,そ の枠組が規定 さ
れ てい るにす ぎない こと,ま た税 法は詳細に規定 され ていて も企業会計の実践
上ではそれは全 く別個の もの とされ,税 法規定 が企業 会計 の実践に及ぼす影 響
は比較的す くない ことが明 らか とな った。 オ ラン ダには,い わゆ る 「一般 に認
め られ た会計原則」が存 在 しない。 したが って,実 際 に採用 され てい る評価 基
準や報告形 式は会社に よってまち ま ち で あ る。 しか し,「健全 な る会計実践」
とい う言葉 が存 在してい る。 これは立法規定に よって拘束され る とい うもので
は な く,関 係当事者の論 議 と努 力に よって形成 され てきた会計慣 行の ことを指
してい る。 具体的には,そ れはオラ ンダ会計士協会の定めた 「専 門家行動 ルー
ル」 とオランダ雇傭者団体連合会(NetherlandsEmployers'Organization)の委
員会が公表 した1955年報告 書な らびに1962年改訂報告書 を指 してい る。 ここで
は,と くに重視 され てい る後者の2つ の報告書に示 された会計基 準につ いて述
べ る。
この委員会は,上 場 会社 の経営者,銀 行や証券取 引に関係す る専門家,オ ラ
ソダ会計士協会に所属す る会計士,ジ ャーナ リス トな どの メンバーで構成 され
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た。 この委 員会 報告書 はいか な る点 において も拘束力を もつ もの ではな い が,
勧告 とい う形で 出された この委員会報告 は 「健全 な る会計実践」 に相 当の影響
を及ぼ してきてい る。










c)公表数値の判断が行い うるように,成果算定と資産,負 債の評価に用いた原 則に
関する注解
d)前期 との比較が可能となるように,で きれば,数値への影響を明示t,前 期とく
らべて基準や数値の構成における変化を表示することω。
委員会報告書は この よ、うな一般的要 請を示 した うえ で,こ の一般 的要請 に応
ず るために と くに留意す べ き具体的 な個別問題 を扱 ってい る。 なか で も,と く
に重視 され るべ きものは評 価原則 の問題 である。以下に,委 員 会報 告書の評 価

















基礎として取替価値を無視することは 「危険である」 と考えなければならないとい う
見解をもっている`2}。
以上が1955年報告書 の評価原則に関す る見解 である。 そこでは,取 替価値基
準に よる費用,資 産評価 の不可避性 が強調 され ているのであ るが,こ の意見は
1962年改訂報告書において,さ らに 「企業成果 と資本構成 との公 正な表 示 は.
普通,取 替価値の原則を適用 した場 合にのみ達成 され うると,委 員会の信念 と
して述べ られ るほ どに強化 され,一 般化 され るにいた った{3}」とい うこと で あ
る。
そのほか,当 委員会報告書 は,貸 借対照表 と損益計算書の標準形 式や項 目の
分類 などに関 して もこまかい意 見を述べてい るが,形 式に関す る問題であ り余







オランダ商法は,帳 簿 を検査 し,財 務諸表を株 主総 会で報 告す る専門家を選
任す ることのできる可 能性だけを定 めている。 したが って,法 定監査は な く,
会社は財務 諸表に監査報告書を添付 して もしな くて もよか った。 また,監 査人
に どの よ うな人を選ぽ うとも自由であ った。 この事実は,「 不利な ことではな
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く,む しろ有利 な ことであ り,`……そのゆえに 会計士の機 能は進化す ることが
でき,社 会の新 しい要請に 自由に応 じられて きたω」 し,ま た,「(法 的)強 制
が全 くない ことがオ ラソ ダにおけ る会計 の発展に影響を及 ぼ して き た{2,」と評
価 されてい るのである。
他方,オ ラ ン ダの会社↓に ほ とん どが全 く自発的に会計諸表 の監査 を 受 け,
監査報告書を公表 しているの も事 実 であ る。 この よ うな とき,監 査報告書 の信
頼性 と監査 人を保護す る ことを 目的 として,1963年に登録 会計士法が制定 され
た。 この新 法に よると,試 験委員 会の試験に 合格 した もの とその他あ る一定 の
会計人に登録 資格が与 えられ る。 具体的には,新 し くオラン ダ登録 会計士 協会
に移行 した旧オ ランダ会計士協 会の メンバーとオ ラン ダ会計 学会の メンバ ーに
は登録資格が与 え られ た。 この登録会計士法 それ 自体 は決 してオラ ンダに おけ
る株式会社 の法 定監査 を強制す るものではなか った。
しか し,1971年の企業財務諸表法 の施行 と商法改正に よって,「 引受済資本
金が50万ギル ダー以上 の株式会社,お よび42条の適用を受 け る株 式会社 の貸借
対照表,損 益計算書お よび注 解書 は,登 録会計士 の監査を受 けなければな らな
いc3)」とされた。 監査 人 は協会の定めた 「専門家 行動ルール」,「倫理綱領」な
どに従 って行動す ることに なる。 ここに おいて,ナ ランダではは じめて法 定監
査 が義務づけ られ るに いた った のであるが,「会計監査を登録会計士が行'な う
こ とにな って も,従 来監査 をしていた人が登録 会計士 の称号を得た とい うだけ
の ことだ ろ う(4}」と評価 さ れ てい る。 この ことは 「近年 のものを 見 た 限 りで
も,株 式会社 の年次会計諸表に添 付 され ている監査報告書の98%までが,オ ラ










3取 替 価 値 理 論
前節 では,オ ランダの企業会計実践上,評 価原則 の選 択は 自由であるが,事
実上の実践規範 とな ってい るオ ランダ雇傭者団体連合会の委員会報 告書は取替
価値に も とつ く評価を と くに必要な もの と強調 してい ると 指 摘 し た。本節で
は,こ の取 替価値 会計 の理論的基礎に立 ち入 ってみ よ うとお も う。
ω アム ス テ ル ダ ム 学 派
オ ラ ン ダに お い て 理論 と し て提 唱 され,ま た,今 日実 務 と し て もか な り広 く
適 用 され て ぎて い る取 替 価値 会 計(replacementvalueaccounting)は,「ア ムス
テ ル ダ ム学 派 」 と よば れ るナ ラソ ダの ビジ ネ ス ・エ コノ ミヅ クス の指 導 者 であ
った リンパ ー ク(TheodoreLimperg)教授(1879-1961)のア イ デ アに よ るも の
で あ る。
リンパ ー クが 独 自の 取 替 価値 理 論 を形 成 し よ う と試 み た そ もそ もの 契 機 は,
当時 経 済 理 論 の主 流 を な し て いた 限 界 効 用学 派 の考 えに 異 論 を もち.そ れ を 克
服 し よ うと した こ とで あ った 。 リンパ ー クの 限界 効 用理 論 批 判 は,主 とし て,そ
れ が 有 用 では な い と い う点 と効 用 の測 定 不 可 能 性,す な わ ち それ が 極 度 に 主 観
的 す ぎ る とい う点 に か か わ る もの であ っte(D。リソパ ー クが 限 界効 用 理 論 を 克
服 す るこ とが で きた か ど うか は と もか く,彼 の提 唱 した 取替 価 値 理 論 は,事 実
として,そ の後 オ ラン ダに お い て広 く認 め られ る よ うに な った。 そ し て ま た,
そ の 理 論 は,ア ム ス テ ル ダム大 学 に お け る彼 の後 継 者 で あ る メイ(AbramMey)
や彼 の門 弟 であ る ゴt-・・ドケ ッ ト(A.Goudeket),クレ ・ーレ コパ ー(LKIeereko-
per),グロェ ン ベ ル ト(Groeneveld)らに よ って世 界に 紹 介 され るに い た った の
で あ る。
(1)cf.R.Burgert,op.cit,,PP.111-1!2・
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{2)企業継続性 の概念
取 替価値理論 における最 も重要 な基礎は企業継続性 の概念 であ る。 リンパ ー
クの後継 者であ るA.メイは取替価値理論 の説 明を行 な うに 先だ って,継 続 性
の概念に論 及 している。 「経営者は企業 の存在 を維特 しなけれ ばな らな い。 そ
のためには,で き うる限 り長期 にわ た って企業 の生存能 力を保 特す ることが必
要 であ る。管理者 は,そ の能 力のか ぎ りに おいて.企 業 の継続的存在を危機に
陥れ るよ うなすべ ての失敗 を,一 自分 自身 の失敗 と同時に部下 の 失 敗 を も
一 避け なけれ ばな らない。第一 に,こ の義 務は,企 業 の継 続的存在に必要な
具体的富がそ こなわれ ることな く保特 され なけれ ばな らない こ とを意味 してい
る{1)」。企業の継 続性 とい う前提に関 しては,ミ ュ ー ラ ・一・(G.G.Mueller)は,
「企業 の存続はおそ ら く企業に と っての中心的政策問題 であろ う(2}」と述 べ て
お り、 メィもその点を引 き合 いに 出 してい る。 セプンター(A.vanSeventer)
は,と くに取替価値理論 におけ る継 続性 の概念 について詳 論 して い る。 以下,
継続性の概念を セプンターの論述 に沿 って検 討す る。
社会経済 の生産構造は,分 業化すなわち個別経営 の特殊化,分 化の もとに発
展 してきた。 また,そ れ ぞれ独 自の生産要素 の複合体 であ る各経営体は それが
有利 であ ると判断す るか ぎり,同 じ生産を継続 して行な う。 したが って,継 続
性 の法則は一種 の慣性 の法則 であ る。個別経営体 の立場か らすれ ぽ,そ れ は 自
己保存本能であ り,自 己永続性の枠 のなかで機能 しよ うとす る。 社会経 済的に
みれば,そ の継続性 の法則 は,社 会全体 の生産 の流れ のなか におけるあ る特定
の産業部 門に個別経営体 を配 置 し続 け るもの となる。 しか し,経 済 は動態 であ
り,つ ねに進歩す るものであ るか ら,継 続性 の法則 とい って も,そ れは変化に
順応 し うる弾力的な継続性 であ る。 リソパー クに よって提唱 され た取替価値理
論 は,ま さに この ような継 続性の法則を理論 的基礎 に置 いてい るのであ る。取
替価値理論 においては,よ く,「 取替 えなけれ ばな らない責務」 とい う言葉が
使 われ る。 これは,企 業 の継続性 を保 つために は費 消 してしま った財貨は ど う
しても取替 えられなけれ ばならない とい うことを意味す る ものである6企 業 の
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継続性を理論的基礎 に設定す るこ とか ら,な ん らかの意味におけ る費消用役 の
取替 とい うこ とが,取 替価値理 論の中心テ ーマに なることはい うまで もない。
その場合,リ ンパ ー ク理論 においては,生 産 の継 続性 の牽 引力は主 として需要
の側面に見い出 されてい る。 す なわち,生 産手段 が生産 され,計 画 が 立 案 さ
れ,経 営があ る財 貨,用 役 の生産 に従事す ることの牽 引力は販売 市場 におげ る
需要の存在なのであ る。経営体 は この よ うな需要 に対応 し,生 産物産出 の流れ
を継 続 しなけれ ばな らない。 それゆえ,生 産 の継続 を前提 とす る限 り,販 売に
よって購 買力に転換 された流動 資金は決 して自由な もの では な く,生産 能力を
取替 え るために使用す る とい う用途の限 られた ものであ る。
さて,「なん らかの意味におけ る費消用役の取 替」 とい う表 現 は,具 体的に
は,投 下資本,生 産能 力,企 業体,あ るいは あ る一定 の利益 水準の維 特な どの
いずれに関連 して くるのか とい う問題が生ず る。 リンパー クの解答 は,消 費可
能 利益を生みだ した源泉を維持 す ることであ った。す なわち,生 産 の源泉が回
復 されては じめて消費可能利益が生ず る とい うものであ る。 この 場 合,「生産
の源 泉」 とい うのは,決 して個 々の具体的 固定資産や棚卸資産 を指す のではな
く,企 業 の生産能力す なわち 抽象的 な生産力 の ファン ドとしての資本概念 を意
味 してい るのであ る(33。
以上が,セ ブソターに よる継 続性の法 則 と取替価値理論 の結 びつ きに関す る
説 明の概要 であ る。 すなわ ち,取 替価値理論 は,企 業継続性 の法則を必須 の前
提条件 としてい るのであ り,そ の限 りに おいて,意 図的であろ うと,な か ろ う
と,そ こに は費 消用役 の取替 の責務 と企 業の生産能力の維特 とい う要請がいわ
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r倒earchinaccounting.UniversityofIllinois.Spring1969.vo1.4No.2.pp,1-14・
㈲ 取替価値理論 とその資本概念
取 替価値理論 は評価理論 であ る。 そ して,そ こにおいて,継 続 性の法則 を基
礎 に企業 の生産能力 の維特が中心テ ーマ となれ ば,資 本増価 の性格 と消費可能
利益の算定に関す る原則が説 明されなければな らない。 ゴー ドケ ッ トは,「 樹
木 と果実」の類推を用 いて,こ の点 を説 明 している。す なわち,結 論 的に言え
ば,企 業 の所得源泉であ る企業 資本 を損傷す ることなしに支 出 し うる部分が利
益 であ るとい うことにな る(1)。A.メィも,こ の点 につい て次 の よ うに 説 明 し
てい る。す なお ち,企 業 が保有 してい る資産価値 の変動分は利益 とは考 えられ
ない。 それ らは使用 された資本の尺度におけ る変化 にす ぎない。 ある一定 の財
貨を生産す るのに必要 な機械,設 備,棚 卸 資産 に価値変動がお こっ た と し て
も.企 業は決 して よ り裕福には ならない。すなわち,利 益が創出 され たのでは
ない②,と。 いいか えれば,企 業に とっての富 は,具 体 的な生産手段 さら に は
それ らの生産能力に よって構成 され てい るのであ り,決 して貨幣尺度に よ って
構成 され てい るのではないのであ る。 ス コ ヅ ト(G.M.Scott)は,オラン ダ の
会計 を説 明す るに当 って,や は りこの点 に論及 している。 す なわち,オ ランダ
におけ る会計は実質条件におけ る投下 資本 の維 特であ る。価格変動下に おい て
は,実 質資本維特 のためには,現 在価値に よる評 価が前提 条件に なる。 その よ
うな資産再評 価に関す る修正は,決 して保有損益 と解釈 され るよ うな利益 では
な く,資 本勘定に対 してなされ るべ きものであ る。営業活動 を継続 してゆ くた
めには,資産は,同種 の ものあ るいは同種の生産能力を もつ ものに取替 え られ な
けれ ばならないのであ るか ら,期 中におけ る資産の保有にかかわ る増 価分は利
得 とは考えずに,営 業 活動を現在 の水 準に維 特す るのに現在必要な資本の増額
分 をあらわす 資本勘定 の修正 と考 えなけれ ばな らない。 一般価格変動に よるも
のであろ うと特定資産 の価値変動に よるものであろ うとこのこ とは妥 当す る。
この場合,費 消 され た資産部分 も必然的に同 じ基準 で扱われ ることにな る{3)。
以 上の よ うにいずれの場 合 も,価 格変動等に起因す る増価分は尺度の変化に
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よ る もの で あ る との理 由 で,資 本 に 対 す る修 正 に す ぎ ない こ とを 強 調 し て い
る。 したが って,消 費 可 能 利 益 も,そ こに 示 され て い る意 味 に おけ る資 本 を 維
持 した うえ で は じめ て算 定 され うる こ とに な る。 セ ブ ン ダーは.リ ソ パ ー クの
理 論 と ア メ リカに おけ る エ ドワ 一ーズ と ベ ル(E.O.EdwardsandP.W.Bell)め
利 益 概 念 を 比 較 した うえ で,エ ドワ ー ズ と ベル が 価 格 変 動 に よ る増 価 分 を保 有
利 得 と して 性 格 づ け した 点 を と りあ げ,「 継 続性 の公 準 を 認 め た オ ラン ダ の 理
論 家 は,利 益 会 計 と資 本 会 計 をす る ど く識 別 し てい るが,・これ はエ ドワ ーズ と
ベ ル の利 益 理論 接 近 法 に お い て欠 け て い る と ころ で あ るω」 と指 摘 して い る。
ま さに,当 を 得 た 判 断 で あ る とお もえ る。 ・
つ い でな が ら,こ の よ うな増 価分 は,A.メ イに よ れ ば,「 価値 変 動 基 金
くfundforchangesib・value){5}」とい う名称 の 資 本勘 定 に 貸 記 さ れ.る。 また,
オ ラン ダに お い て この取 替 価 値 理論 を か な り以 前 か ら実 践 して き て い る こ とで
も著 名 な フ ィ リ ヅプ ス社 の 実 務 では,「 固定 資産 再 評 価 剰 余 金(reijaluation-
sitrplusf・rfixedassets)」な らび に 「棚 卸 資産 再 評 価 剰 余 金(tevaluati・n・Surplus












































準 を基礎 とす ることが不可 欠 となるのであ る{2}。
このよ うに,オ ラン ダの取替価値理論に もとづけば,費 用化部分 と同時に資
産 自体 も取替 価値基準で評価 され なければ ならない。 これは,取 替価値理論が
そ もそ もは財務会計理論 としてのみ展 開 された のではな く,オ ランダ独 自の ビ
ジネス ・イコノ ミヅクス,い わ ば経営管理論 として発展 して きた とい う理 由に
.よるもの とお もわれ る。 製品単位原価にかかわ る緻密 な思考や資本対利益率の
考 慮な どは そのあらわれであ る。 したが って,財 務会計理論 の観点 か ら す れ






これ まで,主 として取 替価値理論におけ る理 論的基礎につい て論 じてきた。
今度は,取 替価値 の算定について検討す る。
取替価値会計におけ る 「取替価値」は.将 来 のある時点において実際 に資産
を取替え るのに必要 とな る価格を指す ものではない。 それは,理 念的には財貨
あるいは用役を費消 した時点における価格 であ り,会 計上 は,測 定時点すなわ
ち決算 日に おけ る現 在価格が採用 され る。A.メイは,「通常,現 在 の市場相場,
価格 リス ト,供給者 のつ け値 な どが利用 され るω」と述べ て い る。 また,メ イ
とモス ト(A.MeyandK.S.Most)は,固定資産 の取替価値の算定に関 し て,
さらに次 の ように述 べている。 す なわ ち 特定の固定資産についての市場 が存
在す る場合は,あ る特定時点に おけ るその価格が取替価値であ る。 現在の市場
価格が求め られない場 合には別の方法 を利用す る。 た とえば,次 の よ うな場合
がその例 である。
a)企 業 が 自家使用 の 目的で特殊な建物あ るいは機械を製作す る場 合。
b)た とえば製油所,醸 造所の よ うに,固 定資産が契約 をと りきめることに
よってのみ取替 えられ る場合。
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この よ うな場合には,従 来か ら所 有 してい るの と最 も近 い資産かあ るいは新
し く製作 されなれ なばけ らない資産 か,そ のいずれ かを製作す るのに要す る原
価 を計算 しなければならない。す なわ ち,資 産 は,材 料,労 務費,機 械使用料
から構成 され るか ら,そ の資産 の製作 に必要なそれ ぞれの数量 を求め て,そ れ
に現在価格を乗算すれ ば,当 該資産 の現在価値が求め られ るので あ る②。 以上
の説 明か ら も明らかな よ うに,取 替価値算定 の基礎は,測 定 日す なわ ち決算 日
におけ る市場価格であ るとい うことになる。 また,当 該 資産 の市場価格が存在
しない場 合には,そ の資 産を構成す る要素 の市場価格に もとつい て現在 価値が
計算 され ることにな る。
取替価値算定の方法 に関す るPt・一セン(L.S.R。s頭)の説 明は次 の よ うで あ
る。 す なわ ち,将 来のあ る時点に新 しい資産を購 入す るとい う契約が と りかわ
され てい るときには,こ の契約価格が収益 に賦 課 され る費用額 の算定 のために
選ばれ る。 その よ うな契約 はないが,現 在使用 中の もの と同一 の資産の現在評
価額が分 る場合には,こ の数値が選 ばれ る。 最後に,前 の2つ のいずれ もが入
手 しえない ならぽ,特 殊価 格指数に よる方法が とられ,同 様 な資産の価格が現
在使 用中の資産 と比較 され,そ の うえで適正 な評価額 が計算 され る{3}。
以上 の よ うな方法 で取替価値は算定 され ることに なる。 この点に関 して,フ
ィ リップス社 で実行 してい る取替価値 算定 のため のシ ステムを検討 し て み よ
う。
フ ィリヅプス社 の場合,固 定資産の取替価値 は,そ れぞれが全 く別個 な変動
をす るとい う理 由で,個 別資産の特殊価格変動に もとついて算定 され る。 工場
の建物は同種の建物 を建築す るのに要す る原価 を参考に して再評 価 され る し,
機械工 具は市場 価格 をそ のまま利用す る。 た とえば,建 物の場 合,フ ィリップ
ス社は独 自の建物設計,装 置工学部門 を設けて,専 門家 を配置 してい る。 この
部門は実際 の設計や施工 も行 うが,同 時に,材 料価格や賃金な どその施工相場
を見積 るのに十分な資料 を備えてお り,そ の資料 を基礎 に,建 物 の取替価値を
算定す るのであ るω。
フ ィリップス社 では,す べての棚卸 資産につ いて標準価格が採用 さ れ て い
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る。 もちろん,こ の標準価格設定の基礎 は取替価値 である。 しか し,取 替価値
に もとつ く標準価格の設定は,通 常では定期的に しか行なわれないか ら,そ の
期 間中におけ る価格変 動は指数修正勘定(indexadjustmentaccounts)によって





指数 の計算は 見積部 で行 な う。
購買部は,市 場 相場,品 質,最 近 の仕入れな どを基礎に,主 要原材料の
購入価格の記録 をつけ,規 則的にあ らゆ る価格変動 を見積部 に 知 ら せ
る。
bの情報 を基礎 に,見 積部は,随 時,新 しい価格の記録 を整 える。
見積部は,自 分 自身 のため と同時 に現在の価格情報 を必要 としている他
部門のために,主 要購 入財貨別のいわゆ る大別価格 リス トを作成す る。
価格変動 リス トに修正回数を記 してお くことに よって,こ れ らの リス ト












e見 積部は,大 別価格 リス トよりも っと詳細 な類別価格 リス ト も作 成 す
る。
f労 務費や間接経費 につ いては,賃 金や経費 の価格水準変動を基礎に して
指数が計算 され る。
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9半 製品.完 成 品につ いての 自社製品 の指数計算のために,見 積部 は,随
時,次 の資料 を作成す る。
(1}購入財貨 の標準価格 と指数
② 供給部 の製品の標準価格 と指数
(3)関連 生産単位 の人間 と機械 の作業 時間当 りの標準 価格 と指数
h自 社 の製品 の場合 でも個別項 目別の指数を計算す るの ではな く,類 別の
指数が計算 され る〔5)。
上述 して きた よ うな固定資産,棚 卸資産の取替価値 を算定す るための フ ィ リ
ップス社 のシステ ムか らも明らか な よ うに,そ のためには各分野に おけ る専門
知識 と相当の作 業が必要 である。 しか し,フ ィ リヅプス社 の場合,こ の会計 シ











オラン ダにおけ る取替価値理 論 とは全 く別個な もの として,ア メ リ カ で は
「取替原価(replacementc・st)」に もとつ く評価論 が説かれてい る。以下,ロ ー
センの説 明に沿 って,取 替 価値理 論 と取替原価に よる評価論 との相違を検討 し
てみ よう。
取替価値理論における 「取替」 とは,技 術 的に同一 の生産要素 ではな く,「.因
果関係か らして,経 済的に能率の よい生産に要求 され るよ うな よ りよい生産要























取替価値理 論が実際 の資産 の取替 と関連づけ られ て説 明 され るこ とがあ る。
ボス(J.Vos)の類例は次の よ うであ る。
耐用年数10年,取得原価10,000ドルの機械を例に とる。9年 後におい て も,
この機械 の取替価値 は変化 しなか った と仮定 す る。9年 間におけ る減 価償却累
計額は9,000ドルである。 この時点に取替価値が50%騰貴 し,15,000ドル に な
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った と仮 定す る。第10年度 の減価償却 は1,500ドルであ る。 したが っ て,10年
間におけ る減価償却 引当金累計は10,500ドル となる。 機械 の耐用年数終 了 時
点において,古 い機械 を全 く同一 の新 しい機械 と取替 え るために15,000ドルが
必要 であ る とす ると,10年間 の減価償却 引当金累計 の10,500ドルでは,4,500ド
ルの不足が生 じて しま う。それゆえ,実 際の資産 の取替が可能 とな る た め に
は,過 去 の償却 費計算の不足分 の4,500ドルが修正計算で回収 され ていな け れ
ばならなか ったの であ るω。
以上が ホスに よる 「取替 価格」に基づ く減価償 却の例 示 で あ る。 ローセソ
は,実 際の資産 の取替が可能 となる計算方法 を次 の よ うに例示 してい る。
第1年 度1月1日 に耐用年数4年の資産を1,000ドルで購i入した 。第3年 度 の
1月1目 に,経 営者 は第5年 度 の1月1日 に同様 の生産能 力を もつ資 産 を3,2
00ドルで購 入す ると契約 した。 当初 の資産 にか かわ る特殊価格指数は,1年 度
1月1日 に100,1年度末140,2年度末190,3年度末260,4年度 末350であ
った と仮定 す る。 減価償却費 の計算は次 の よ うに行 なわれ る。
・年度 繰 酪 鰍 ・よる ・』 … ×一帯 一… …………一 ・…・… ドル
2年度㌻ 驚 ㌫ 蕊:1帯ll:]一 一6…,v
躍灘 雛 灘1竃 ㌻]-
4年度3年 度と同じ …………1,125ドル
4年間の減価償却累計額3,200ドル
この計 算方法に よれば,5年 度に購 入す ると契 約 した価格に丁度等 し くなる
3,200ドルが4年 間の減価 償却費計算に よって回収 され る{2}。
上記2つ の例は,い ずれ も計算 の基 礎が実際 に資産 を取替 える時点に支払わ
れ なけれ ば ならない 「取替価格」に置かれ てい る。 しか しなが ら,実 際の資産
の取 替が可能 とな るよ うに考案 された この種 の計 算例 は,取 替価値理論 の内容
に沿 った ものではない ことを知 らなけれ ばな らない。 アムステル ダム学派 の後
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継者 であ るA.メイは,「価値は人が富を獲得 しよ うとす る努力に と って の財貨
の重要性をあ らわす。 ……正しい定義 におけ る取 替価値 は,所 有者が その重要
性 を実現す る時点に関係 してい る。 それ は将来 の価格ではな く,現 在 の価格 に
関係す る(3)」と説明 した うえで,「ローセン氏 は取替価値を将来の価値 と考 えて
い る。(ロ ーセンの考えている)取替価値 は,取 替が行 なわれ る(在 庫品が補充さ
れ機械が更新される)時点に おいておそ ら く支払わ れ るであろ う価 格 で あ る。
… …しか し,そ れ は リンパー ク理論の概念ではない。 リンパー クの概念は,上
述 した重要性を実現 す るときに,そ の時現在 の価格を用い るとい う も の で あ
る(4)」と述べ,先 の ローセソの計算例が オ ランダにおけ る取替価値理論 の 説 明
には当 っていない ことを指摘 している。 すなわち,「取替価値」は,将 来 に 資







本稿では,オ ラソダの会計制度 と取 替価値理論 の内容 を くわ し く検討 した。
オランダの会計 制度 に関 しては,と くに評価論 の観点か ら商法,税 法の規定
を検討 した し,ま た会計慣行 の点において相当に尊重 されてい るオ ラソダ雇傭
者 団体連 合会 の委員会報 告書に も論及 した 。他の国 々のそれ らと比 較 し た 場
合,オ ラソ ダの会計制度 は きわめて 自由であ ることが分 った。 法律 とい う形 で
細 目までを も規定 してしま うのではな く,運 用 ルールは当事者 にゆだね る とい
う姿勢 は,明 らかに オラン ダの会計理論 とくに会計実践 の 自由な発展に大 き く
寄与 して きた とい える。
オランダの会計理論,ま た実践 として も適用 されて き て い る 「取替価値理
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論」は,究 極的には会計基準 の国際的統一 を 目的 とす るインターナシ ョナル ・
アカウンテ ィン グの登場 と,そ こを主た る舞 台 とす るオ ランダの会計人の活躍
を背景 として,今 日では世 界的な脚光を浴び るにいた っている。 取替価値理論
に関す る文献は きわめて 多いが,国 際的注 目のなかにおい て,そ れをめ ぐる評
価 も多 くの賞賛か ら反対論 まで さまざまであ る。
ゴー ドヶ ッ トは2種 類の反対論の存在を認めてい る。 ひ とつは この理論 を原
則的に拒否す る ものであ り,も うひ とつは原則的 にはこの理 論を認め るが 実務
適用上 の困難性を指摘す るものであ る。 前者 に対 しては,取 替価値理 論が正 し
い ものであ ることを立証 しなけれ ばな らない し,後 者に対 しては,実 務上 の困
難性は克服す ることがで き,そ の困難性 は貴重 な精神 を捨てて しま うほ どに大
き くない ことを証 明すれ ば よいω,と ゴー ドケ ッ トは説 明してい る。
R.ブー -i」'・一トは,取 替価値理論 のい くつか の矛盾を指摘 し,批 判的 観 察 を
行 な ってい るカ9(2),J.ホスは取替取替価値理論 を積極的に支持す る 立 場 か ら,
「取替価値は多少 な りとも主観的 に算定 され る。 しか し,た とえぽ減価償却期
間 のよ うな多 くのそ の他の数量に もその ことは言 える。 しか しなが ら,歴 史的
原価は基 本的に意味 をもたない とい う考えに立てば,そ れが何であれ主観的評
価 を受け入れ なければ ならない勉 と述べ,取 替価値理論 における メ リヅ トを
指摘 している。
D'A・コーピンは,修 正原 価主義が最 も正 しい とい う立場 か ら取替価 値 理 論
に 批判をよせ てい るω。 しか し,最 も大 きな批判は.現 実 には同一 資産へ の 取
替 えが行 なわれ るとはか ぎらない,と い う問題 をめ ぐって生 じてい るようであ
る。 この点,取 替価値理論 は,生 産技術 の進歩 あ るいは需要の変化 を も受け入
れ ることのできる順 応的,弾 力的 な継続 性の概念 を展開す ることに よってその
問題 に立 ち向 ってい る。
他方,P.グ レt-・一デ ィ■・一は,先 に引用 したゴー ドケ ッ トの 「取替 価値理論 の
適用」 と題す る論文 に対 し,「ゴー ドケ ッ ト教授 のす ぐれた論文は私 の心 を 長
くふ さげ ていた問題 に関して,き わめて大 きな爽快 さと鼓舞 とを与 え て くれ
た㈲」 と絶賛 し.「……合衆 国の会計専門家が,経 済的重要性 よ りも 単 純 な 算
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術の方 を優 先 させ るよ うな結論 を認め るとは私 は信 じない(6}」と,理 論 な ら び
にその適用可能性を強 く支持 している。 また,M.E.ペローペ ッ トも,ゴ ー ド
ケ ヅ トの前 掲論文に対 し,「ゴー ドケ ヅ ト氏の論文は,取 替価値 に もとず く会
計が実行可 能であ り,実 行す る価値 のあ ることを証 明してい る。 この論 文が合
衆国の会計 専門家の自己満足 と無気力を振 り払 うのに役立ち,そ れ に よって専
門家が責務 と機会を完全 に実感す るよ う目覚め ることを希望す る。 ……合衆 国
の会計専門家 と企 業社 会は,現 代企業 の もっともむずか しい問題が大 きな成功
をお さめてい る実際 の企業 に よって,ど の ように扱われ ているのか を見 る機 会
を得 た ことに対 し,ゴ ー ドケ ヅ ト氏 とフ ィ リップス社の経営陣 に感謝すべ きで
あ る(7bと,おしみない賛辞を送 ってい る。
「利益会計 問題 の原則 と新 しい方法 を探究 している理論家は,ア ムステル ダ
ム学派が提起 した継続性公準の説 明を無視す ることはで きない(8)」とい う セ プ
ン ターの主張 も,取 替価値理論を理 解す るに当 って見 のがす ことの できない も
の であ る。
最後に,今 目の観点かられすぱ 取替価値理論は,理論としての問題よりも
む しろ実践適用化をめ ぐる問題 として注 目され て きているとい える。そ れ は.
その理論が価格変動,為替変動 な どの状況の もとに おい て,いよい よその真価を
発 揮 し うる とい う理 由に よるものである。そのひ とつのあらわれ として,1970
年6月30日付 を もって発表 され た 「ヨptPヅパ株式 会社法 草案」 を挙げ るこ と
が できる。す なわち,こ の草案は第6章 「会計」 の第3節 「年次決算書におけ
る評価」において,「評 価原則」を規定 してい る。 ここにおけ る基本原則 は 取
得原価を基礎 とす るものであ るが,第181条において,取 得原価基準の代 りに
再調達価値基準 に よる評価 も可能であ ると規定 してい る。ただし,こ の場合に
は,再 調達 価値 基準 に よった 旨を注解書に明記す るとか,評 価差額 を再評価剰
余金勘定に計上す る等 の条件を履行 しなければ ならない。 また,第181条に 対
す る注解は,評 価規定 にかかわ る問題 を次の よ うに説明 してい る。す な わ ち,
現在利 用 され てい る評価方法は,基 本的には取得原価法 と再調達価値法の2つ
である。再調達価値法に よると貨幣価値変動 やその他の原 因に よる変動 を利 益
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計算か ら除去す るがゆえに,実 質資本維持 もし くは実体維持 の観点が考 慮に入
れ られ る。現在,EC諸 国の うち多 くは取得原価法を とってい る が,若 干の国
が再 調達価値法 を とってい るこ とと,将 来 の発展に備 えてお くのが望 ましい と
い う観点か ら,再 調達 価値法の適用可能性 を も条文化 しておいた《9)。
・rEC諸国の うち再調達価値法を とってい る若干 の国」とい うのは,オ ラン ダ
の 「取替価値会計」を指 してい るとお もわ れ るが,こ の よ うに取替価値理論が
オ ランダとい うひ とつ の国におけ る適用 に とどまらず,ECに おけ る 株 式 会社
法 草案においても と りあげ られた とい う事 実は,まさに注 目すべ きことである。
しか し,現 状 では,取 替 価値に よる評価の可能性が認め られ たにす ぎない とい
う点を きわ めて進歩的 なナ ラン ダ人の 目か ら見れば,「EECの委員 会 に よる法
案 は,こ の理論 を さらに普及 させ る ことへ の障害にな るであろ う(10)」と評価 さ
れ てし ま うのであ る。
ヨー ロ ッパ株式会社法草案 の評価規定 の注釈に も明 らかに され て い る よ う
に,取 替価値基準に よる評価規定は,会 計におけ る将 来の発展 を考慮 した うえ
での ものである。 この発展はECの 会計 基準 の問題に とどまらず,結 局は,国
際的統 一会計基準 の場 に引 きつがれ てゆ くもの とお もわれ る。
11}cf.A.Goudeket,AnApplication… …op.cit.,p.37.
(2}cf.R.Burgert,op.cit.,pp.116-124.
(3)」 ・Vos,op.cit.,p.142.
ωcf.DonaヨdA.Corb三 虻,Currentrepヨacementcosts.JoumalofAccountancy.December
l960.pp.27-29.
{5)〔6)PaulGrady,Replacementvaluetheory.JoumalofAccountancy.August196αp`
27.
(7)MauriceE.Peloubet,Rep】acementva1ロetheoオy.JournalofAccountancy.August
1960」p」28.
(8)A.vanSeventer,op.cit.,p.19.
(g)VorschlageinerVerordnungdesRatestiberdasStatutfttrコumpaischeAktiengesel主
schaften.SS.142-145、
00エVos,op.cit.,p.141.
